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情報提供の在り⽅ー情報は届いているかー
＜⼈々に必要な情報が届く＞

○⼈は様々な問題を抱えている。
【問題例】
・⽣命・⼈権にかかわる問題 （例）健康⾯、DV、虐待、セクハラ、パワハラ等
・経済的問題 （例）借⾦、貧困、失業等
・精神的問題 （例）職場のストレス、家庭不和、地域社会からの排除等

○これらに対応した⾏政施策や相談窓⼝は、既に相当程度存在（別
添参考資料参照）。施策の⾒直しも順次⾏われている。

○しかし、どのような場合にどのような⽀援があるのか、相談
窓⼝がどこにあり、どのような相談を受け付けるのか、⾏政
が取り扱わないまでも⺠間機関でどこが窓⼝なのか、といっ
た情報⾃体、そもそも国⺠に⼗分認識されていない。 1

課題



論点１

○情報の周知⽅法・内容に問題があるのではないか。
（例：必要な情報の検索が困難、説明内容が複雑で読みづらい、
媒体が限定的 等）

○また、類似の相談窓⼝が乱⽴しており、どこに相談すればよいの
かわかりにくくなっているのではないか。

➢「暮らしの質」を高めるための国民からの提案募集意見（例）

⾃治体職員による情報発信をもっと進め
るべき。多くの⾃治体職員は情報発信に
不慣れで、中には余所者扱いするような
⽅もいるが、⾃治体の取組やお勧めのス
ポット、お得なサービス、危険なエリア
等についてもっと発信して欲しい。

⽂章は短く、かつ、写真や図、イ
ラスト等を利⽤するのが効果的だ
と思う。

相⼿に⾒合った量の情報を提供するの
が⼤切。相⼿が対応可能な範囲を超え
た情報を提供しても⾏動に移してもら
えない。
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➢「暮らしの質」を高めるための国民からの提案募集意見（例：続き）

産婦⼈科や⼩児科の待合室に、保育園に関
する情報が掲⽰してあれば便利なように、
関係する⼈が絶対に来る場所で、情報を発
信すべきだと思う。

⼦どもがいれば、⼦どもから渡してもらう
ようなものは確実に⾒るので、学校や保育
園、幼稚園からの配布物は、かなり有効で
ある。全国の公的な⽀援をまとめているサイトがあれ

ばいいと思う。⼦育て⽀援などは⾃分で情報を
調べようとするかもしれないが、お年寄りのリ
フォーム⽀援などはそもそも制度があることす
ら知らずに終わる⼈もいるのではないか。

随分以前から⼥性⽤トイレには、DVで悩
んでいる⽅の駆け込み連絡先の名刺サイズ
の物が置いてあるのは良く⾒かける。取り
やすく、しまいやすくて素晴らしいアイデ
アである。DV相⼿の男と⼀緒の時でも⼥
性⽤トイレには⼊って来ない。この⼀枚の
⼩さな紙が困って悩んでいる⼈には助けを
求める⼤きなきっかけになる。⽣理⽤品や化粧品など⼥性が購⼊する商品

とともにレジで⼀緒に渡すのがよい。



平成27年4⽉から、⽣活保護の⼿前の段階の⽣活困窮者に対し、包括的な⽀援体制を
新たに構築する⽣活困窮者⾃⽴⽀援法が施⾏される。
⽣活困窮者⾃⽴⽀援制度においては、複合的な課題を抱える⽣活困窮者に対するワン

ストップの相談⽀援や就労⽀援など包括的な⽀援を⾏う。
早期⽀援につなげるため、アウトリーチも含め「待ちの姿勢」でない相談対応を⾏う

とともに、福祉事務所、公共職業安定所等の様々な関係機関や地域の⺠⽣委員、⾃治会
等との連携により、早期発⾒や⾒守りのための地域のネットワークを構築することとし
ている。

論点２

問題を抱えているにもかかわらず、⾃ら情報を求めない場合、⾏
政が⽀援すべき対象者を直接把握する必要があるのではないか。
たとえば、関係機関や⺠間と協⼒して対象者を把握する必要があ
るのではないか。

➢生活困窮者自立支援法の例
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地⽅の集落等においては、新聞配達員、郵便配達
員、⺠⽣委員、介護⼠、福祉団体、宅配便の配達
員などに情報提供を担ってもらうのはどうか。

町内会の回覧板が有効ではないか。パソコンや携
帯から情報を得られる若者と異なり、お年寄りは
情報を得る⼿段が少ないと思う。

➢「暮らしの質」を高めるための国民からの提案募集意見（例）



○法制度が整っていたとしても、妊娠、出産、⼦育て等を安⼼して⾏うために
は、関係諸制度の円滑な施⾏とともに、「周囲の理解」に基づく⽀え合いが重
要。

○また、⽀援が必要な者の孤⽴化が進んでおり、情報も届かない場合がある。

⽀え合いー家族、職場、地域での相互扶助ー
＜⽀え合いを進めるための環境整備＞

課題

0 5 10 15 20 25 30 35 40

社会全体が妊娠や子育てに無関心・冷たい

社会から隔絶され、自分が孤立しているように感じる

不安や悩みを打ち明けたり、相談する相手がいない

子育て中の人々に対する周囲や社会の印象

（資料出所）こども未来財団「子育て中の親の外出等に関するアンケート調査」（2011年）

（注）子育て中の人々（女性）に対する周囲や社会の印象について質問した選択肢から孤立感に関するものを抽出
し、その結果を示したもの。

（％）
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論点１
○妊娠、出産、⼦育て等に係る「⽀え合い」を進めるには、国⺠の
「意識改⾰」が必要ではないか。

○また、そのような「⽀え合い」を進める前提として、雇⽤慣⾏や企
業等のコンプライアンスに問題があるのではないか。
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➢「暮らしの質」を高めるための国民からの提案募集意見

男が育休取得したいと申し出ることが難し
い雰囲気が問題である。

育児は夫婦間だけでするものではなく、ま
わりのご近所の協⼒も借りてするものであ
る。困ったら遠慮なくSOSを出す地域社会
であるべき。

⼦育てで職歴に空⽩が⽣じた⼈を、正社員
として雇う企業が増えたらいい。⼦育てが
理由であれば、空⽩がある職歴も評価され
るべき。

企業は、妊娠したから戦⼒にしないとか⼲
すとかいったことはやめるべき。

いっしょに育児するためには、周りの理解⼒
と思いやり、夫婦の信頼関係が⼤事である。



■「イクメンプロジェクト」とは
○積極的に育児をする「イクメン」及び「イクメン企業」を周知・広報するプロジェクト（H22年度から実施）
○「イクメン企業アワード」や参加型の公式サイトなどを通じて男性の育児休業取得に関する社会的な気運
の醸成を図るとともに、企業及び個人に対し育児と仕事の両立に関する情報・好事例等を提供し、男性の
育児と仕事の両立の促進を図る。

■「イクメンプロジェクト」のねらい
○男性の育児に参画したいという希望の実現や育児休業の取得促進、女性の継続就業率と出生率の向上
○男性の育児休業の取得や育児短時間勤務の利用を契機とした、職場内の業務改善や働き方の見直しに

よるワーク・ライフ・バランスの実現

➢イクメン・イクボスの普及促進策について

○都道府県労働局雇⽤均等室では、男⼥雇⽤機会均等法、育児・介護休業法等に関する相談、
是正指導等を⾏っており、男⼥雇⽤機会均等法に関する労働者からの相談件数は、セクシュ
アルハラスメントに関するものが6,183件、婚姻、妊娠・出産等を理由とする不利益取扱い
に関するものが2,090件となるなど計11,057件となっている。また、育児・介護休業法に関
する労働者からの相談のうち、個別の権利侵害等に関するものについては、育児休業に係る
不利益取り扱いに関するものが1,354件であり、育児関係の⼩計4,519件のうち30.0％を占
めている。（平成25年度）

➢男女雇用機会均等法、育児・介護休業法の例

➢男性が育児休業を取得しなかった理由

○男性正社員が育児休業を取得しなかった理由としては、「職場が制度を取得しにくい雰囲気
だった」（30.3％）、「職場や同僚に迷惑をかけると思った」（25.1％）（資料出所：厚⽣
労働省委託事業「平成23年度育児休業制度等に関する実態把握のための調査研究事業報告
書」（三菱UFJリサーチ＆コンサルティング））などとなっており、男性本⼈や周囲の意識
に起因する⾯も多い。
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⼦育ては夫のサポートが重
要。そのためには⾃宅と職
場が近いことも⼤事。

30.3
29.7
29.4

25.1
22

17.2
15.3

10.2
5.4

4.7
3.9

3
1.3

6.4

0 5 10 15 20 25 30 35

職場が制度を取得しにくい雰囲気だった

業務が繁忙であった

配偶者等、自分以外に育児をする人がいた

職場や同僚に迷惑をかけると思った

収入が減り、経済的に苦しくなると思った

制度がなかった、又は対象外だった

男性の制度利用に会社・職場の理解がない

今後のキャリア形成に悪影響があると思った

休業前と同じ仕事への復職が困難だと思った

復職前に、仕事の変化に対応できるか不安だった

仕事にやりがいを感じていた

保育所等に預けることができた

配偶者や家族から反対があったから

その他

男性正社員が育児休業を取得しなかった理由

論点２
国⺠に⽀え合う時間的余裕や気持ちの余裕がないのではないか。
⻑時間労働等⽣活スタイルを変⾰する必要があるのではないか。

⼦育てしながらのフルタイム勤務では
急な残業も難しい。それぞれの家庭環
境に応じて勤務しやすいよう、様々な
勤務形態を設けるなどの取組を進めて
欲しい。（短時間勤務、在宅勤務等）

⽗親が育児に参加するためには、
残業をなくす、休⽇出勤をなく
す、有給は必ず使う、の３点をク
リアーできれば変わると思う。

➢「暮らしの質」を高めるための国民からの提案募集意見

➢男性が育児休業を取得しなかった理由
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（％）

（資料出所）厚生労働省委託事業「平成23年度育児休業制度等に関する実態把握のための調査研究事業報告書」（三菱UFJリサーチ＆コンサルティング）



女性の「暮らしの質」を高めるための国民からの提案募集（第２分科会関係）

① スーパーやコンビニ、郵便局、銀行、病院など、普段訪れる場所で情報を発信してはどうか。客の

年齢層や属性もある程度分かるので、ターゲットも絞った周知が可能ではないか。

② 産婦人科や小児科の待合室に、保育園に関する情報が掲示してあれば便利なように、関係する人が

絶対に来る場所で、情報を発信すべきだと思う。

③ 随分以前から女性用トイレには、DVで悩んでいる方の駆け込み連絡先の名刺サイズの物が置いてあ

るのは良く見かける。取りやすく、しまいやすくて素晴らしいアイデアである。DV相手の男と一緒の

時でも女性用トイレには入って来ない。この一枚の小さな紙が困って悩んでいる人には助けを求める

大きなきっかけになる。

④ トイレは女性だけ、または男性だけに伝えたい情報の提供スペースとしてもっと活用するべき。

⑤ 電車の女性専用車両に広告を出す。

⑥ 提供したい情報を載せたティッシュを女性に人気のある駅の前や美容院が多い街などで配る。

⑦ ネイルサロンやコスメショップなどでチラシを置いたり、レシートに印字したりする。

⑧ 美容室は女性の社交場としては非常に歴史も古く、そこで提供される情報の質も極めて更新頻度が

高い。顧客と顧客がなんとなく世間を始められる雰囲気や場の設定をすることや、ママ美容師さんに

勉強してもらい子育て支援の情報収集や女性の自立支援になるような情報収集がサロンでできると良

い。 9

【問題を抱える女性への情報提供】

(1)女性が多く集まる「場所」における情報提供



① 生理用品等女性が使用する日用雑貨に広告を掲載するとよい。

② 生理用品や化粧品など女性が購入する商品と共にレジなどで一緒に渡すのがよい。

③ 女性には不可欠な生活用品のパッケージなどに、知ってほしい情報にアクセスできるア
ドレスやQRコードなどの情報を載せたら良い。

④ 使うもの、買うものに情報提供するのも良い。買う場所、買うコーナーに情報があると
目が行く。

⑤ 女性はお菓子やスイーツのパッケージで、期間限定で情報提供してもよい。

⑥ 食品買い物比率は男性よりも格段に高いので、食品スーパーの袋詰め台に情報を貼り付
けた無料頒布品を置く。または、スーパーの袋に入れてもよい。

⑦ 子どもがいれば、子どもから渡してもらうようなものは確実に見るので、学校や保育
園、幼稚園から配布物は、かなり有効である。

⑧ 女性向けのみの町の情報誌（子育て支援、女性向けDVシェルター、公的機関の女性セン
ターなど）を作って、重ねて化粧室に置いておいてはどうか。

⑨ 旬の女優やモデルを使ってブログや雑誌で普及を促すとよい。

⑩ 女性向けの雑誌は種類が増えており、情報源として大事である。特に年齢層を絞り込ん
だ情報を発信する場合にはよい。
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(2)女性がよく使う「もの」を使った情報提供



① 地方の集落等においては、新聞配達員、郵便配達員、民生委員、介護士、福祉団体、宅
配便の配達員などに情報提供を担ってもらうのはどうか。

② 町内会の回覧板が有効ではないか。パソコンや携帯から情報を得られる若者と異なり、
お年寄りは情報を得る手段が少ないと思う。

③ 町内の組織など、ローカルな組織をもっと活用すればいいのではないか。

④ 自治体職員による情報発信をもっと進めるべき。多くの自治体職員は情報発信に不慣れ
で、中には余所者扱いするような方もいるが、自治体の取組やお勧めのスポット、お得な
サービス、危険なエリア等についてもっと発信してほしい。

⑤ ひとりひとりが自分の体験談を発表する場があればいい。メンタルヘルスなど、専門家
から説明されるよりも、実際に経験した本人の話を伺う方が説得力があるが、そうした機
会が乏しいため、想像が一人歩きして偏見につながると思う。

⑥ 年齢・性別関係なく、口コミが最も信頼性が高く、広がる領域･速度が早いのではない
か。どれだけ正確かつ分かりやすく「口コミによる情報提供」ができるかがポイントにな
ると思う。

⑦ 人と人との絆が薄くなったことが、情報が届かない原因の一つになっているのでは。自
分も人から問われれば答えるが、問われなければわざわざ答えない。
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（3）対面等による「ひと」からの情報提供



① 全国の公的な支援をまとめているサイトがあればいいと思う。子育て支援などは自分で情報を調べ

ようとするかもしれないが、お年寄りのリフォーム支援などはそもそも制度があることすら知らずに

終わる人も多いのではないか。

② 情報不足で困っている人は、利用者同士で質問や回答を行うサイトを閲覧することが多い。そうし

たサイトに公共機関ホームページへのリンクを貼り、そこで「最寄りの役所に来て相談してくださ

い」などと呼びかけを行うとよいのでは。

③ 新聞やテレビでの情報収集は受動的にならざるを得ないし、インターネットでは能動的に情報収集

できるが時間と労力を要する。自分の好みに合った情報を自動で配信してくれるアプリがあると便

利。

④ 経済的に余裕がなく、情報機器を持てない層のために、「公的なネットカフェ」のようなものを設

けてはどうか。パソコンを持てない方でも、情報に接することができるようにすることが重要。

⑤ 女性に多く発症する難病になったことなど、自分は、経験をブログという手段で伝えている。

⑥ パソコン、携帯からの情報や友達などから情報色々入ってくる。

⑦ 大手検索サイトで、上位にヒットするようにしておくのも良い。

⑧ ブロガーやＴｗｉｔｔｅｒユーザーに委託して、情報を拡散してもらうと共に、インターネット広

告やテレビにコマーシャルに掲載する。
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（4）インターネットを使った情報提供



① 結婚で姓が変わった際など、節目の時に必要な情報を冊子にまとめて配布してはどう
か。仕事関係の免許について、姓の変更手続を失念してしまったことがあるが、言われな
ければそのような手続が必要だとは分からない。

② 若者とお年寄りは情報の入手先や、持っている情報の内容が異なる。両者の情報をうま
く共有することができれば、必要な方に情報が届くことになると思う。

③ 高齢者、一人暮らし、母子・父子家庭等に訪問して、困っていることを聞く御用聞きの
ようなものがあればよいと思う。

④ 簡単に情報を入手できる機能を、毎日利用しているデジタル家電に搭載するとよいので
はと思う。
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（５）その他の手段による情報提供

（6）効果的な情報の伝え方

① 文章は短く、かつ、写真や図、イラスト等を利用するのが効果的だと思う。
② 相手に見合った量の情報を提供するのが大切。相手が対応可能な範囲を超えた情報を提
供しても行動に移してもらえない。
③ 回情報発信しただけで満足するのではなく、何回も繰り返し発信していかなければ、実
際には伝わっていないこともある。
④ 駅構内の案内マークが大きく分かりやすい駅があるが、非常に便利だった。



① 子育てしながらのフルタイム勤務では急な残業も難しい。それぞれの家庭環境に応じて勤務しやす
いよう、様々な勤務形態を設けるなどの取組を進めてほしい。（短時間勤務、在宅勤務等）

② 産休・育休中に、会社や社会と完全に隔離されるのは好ましくない。２か月に一度でも子連れで会
社に来る機会を設けたり、自宅でメールが読めるようできるとよいと思う。

③ 育休中に派遣社員を代替要員として配置するのではなく、最初から自社にミニ派遣部門を作ってお
いてはどうか。

④ ＰＴＡや学校教育活動に参加する際の休暇があればいいと思う。
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【支え合い】

（1）多様な働き方・休暇制度

（2）子育て・保育の助け合い

① 同時期に出産した方が集まって、保育士とも連携しつつ、ローテーションで子どもを見る仕組みが
あればよい。地域の共同体づくりにもつながる。
② 既に子育てを経験した方が、保育園のお迎え等を行うサポート制度を導入している地域がある。
「保育ママ」とは異なり、預かるのはごく短時間であり、預ける側も安心感もあるので、もっと広がっ
てほしい。
③ ベビーシッターを国家資格化し、国がしっかりと育成・管理を行い、安価で利用できるようにして
はどうか。
④ 託児所とカフェが１つになった「託児所カフェ」を設けてはどうか。子育てしながら働ける一つの
ビジネスモデルとなり得るのではないか。
⑤ 保育園が不足しているが、例えば、老人ホーム等でお年寄りと子どもが一緒に生活できないだろう
か。子どもはお年寄りから勉強や遊びを教わり、お年寄りも子どもから多くの刺激を受けたりするな
ど、様々なメリットがあるのでは。

（続く）



⑥ 企業に託児所を設け、その運営を学生ボランティアに依頼してはどうか。就職活動の際に優遇すれば、学生にとっ

てもインセンティブになるのではないか。

⑦ 夜まで開園している保育園や駅近の送迎付き学童保育があればありがたい。

⑧ 小児科のある病院に託児施設を併設するなど、具合が悪くなった子どもを一時的に看病したり、世話をしてくれる

施設があればいい。

⑨ 公共の図書館は文化の発進基地でありながら、地域コミュニティの場であることも重要である。漫画や絵本などが

もっとあっても良い。それをきっかけに地域の子供たちが集まり、親同士の交流が生まれ、図書館を利用する他の

人々との交流も広がる。

⑩ 図書館の中に広いコミュニティスペースがあったり、図書館と公園を併設したりするのも良い。

⑪ 様々な人が集まる公園を利用して、地域コミュニティをもっと大切にし、人と人との触れあいをしていくことが、

大切である。

⑫ 特に都心部では、隣の人との交流が少ない場合もある。ただ、震災時のように地域の人との助け合いの気持ちが多

くの人の命を救いお互いを励ましあっている。これが日本の伝統の文化である。もっと助け合いの精神が育めるよう

な町づくりをしていきたい。

⑬ 男が育休取得したいと申し出ることが難しい雰囲気が問題である。

⑭ いっしょに育児するためには、周りの理解力と思いやり、夫婦の信頼関係が大事である。

⑮ 育児は、夫婦間だけでするものではなく、まわりのご近所の協力も借りてするものである。困ったら遠慮なくSOS

を出す地域社会であるべき。

⑯ 例えば公民館に、子育て経験者や保育士等の専門家が常に誰かいてくれれば人も集まるだろう、地域の新しいコ

ミュニティが生まれる。 15



① 家事の代行サービスをもっと気軽に受けられたり、子育て中の世帯は割引でサービスが
受けられる制度があれば助かると思う。

② 子育てで職歴に空白が生じた人を、正社員として雇う企業が増えたらいい。子育てが理
由であれば、空白がある職歴も評価されるべき。

③ 企業は、妊娠したから戦力にしないとか干すといったことはやめるべき。

④ 学校やＰＴＡの行事があまりに多過ぎて、共働きでは到底対応できない。

⑤ 一人で仕事、子育て、家事の全てをやろうとすると、いつかパンクしてしまうと思う。
養育費の確保や、託児所の受入枠や受入時間の増加で、シングルマザーでも睡眠時間が確
保できると思う。

⑥ 子育ては夫のサポートが重要。そのためには自宅と職場が近いことも大事。

16

（3）子育てに対する理解



相談窓口の例 

○様々な相談窓口の例（神奈川県内）

○広範な分野に係る電話相談窓口の例（「よりそいホットライン」）
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